
議案第 １ 号 

 

    

沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例施行規則の一部を改正する規 

則について 

 

 

以下の理由により、沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例施行規則の一部

を改正する規則案を別紙のとおり提出する。 

 

   

令和８年７月23日提出 

 

 

 沖縄県教育委員会教育長 半嶺 満  

 

 

理 由 

令和８年度から高等学校等就学支援金制度が改正され、所得制限の撤廃及び国籍確認

が行われるが、授業料減免の対象者は国籍関係なく、所得要件を確認するため改正が必

要である。 

  これが、この議案を提出する理由である。   

 

 

 

 

【参考・根拠規定】 

〇高等学校等就学支援金の支給に関する法律 

〇高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行令 

〇沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例 

 

 

 

 

 

 

 

 



沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和 年 月 日

沖縄県教育委員会

教育長 半 嶺 満

沖縄県教育委員会規則第 号

沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例施行規則（昭和47年沖縄県教育委員会規則第11号）の

一部を次のように改正する。

第２条第１項第３号中「高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行令（平成22年政令第112号。以下

「政令」という。）」を「高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行令の一部を改正する政令（令和８

年政令第88号）による改正前の高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行令（平成22年政令第112号。以

下「令和８年改正前の政令」という。）」に改め、同項第４号ア中「政令」を「令和８年改正前の政令」に

改める。

第４条第１号中「法第３条第２項第３号」を「高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正す

る法律（令和８年法律第８号）による改正前の法第３条第２項第３号」に改める。

第５条に次の１項を加える。

２ 定時制課程又は通信制課程に在学する者であって、免除又は減額を申請する年度における履修科目の単

位数が30を超えるものの授業料等を免除し、又は減額する場合にあっては、前項の規定にかかわらず、条

例第２条の規定により納付すべき履修科目30単位に係る授業料等の全額又は半額とする。

第６条第１項第１号中「政令」を「令和８年改正前の政令」に改める。

第１号様式を次のように改める。

第１号様式（第６条、第７条関係）

授 業 料 等 減 免 申 請 書

年 月 日

○○高等学校長 殿

下記の理由により授業料等の減免を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

現 住 所

課 程 等 課程 科 学年 組

１ 本 人

氏 名 生年月日

連 絡 先

現 住 所

氏 名 生年月日

２ 保護者
等

連 絡 先

職業（勤務先）
生徒との
関 係



３ 減免希
望の理
由

（具体的に）

附 則

この規則は、公布の日から施行し、改正後の第２条第１項第３号及び第４号、第４条第１号並びに第６条

第１項第１号の規定は、令和８年４月１日から適用する。



規則案の概要の説明 

部課名 教育庁教育支援課 

１ 件名 

沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 

２ 改正の経緯及び必要性 

⑴ 令和８年３月 31 日に高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成 22 年法律第

18 号）が改正され、高等学校等就学支援金の受給資格等が変更されたことに伴い、沖

縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例施行規則（昭和 47年沖縄県教育委

員会規則第 11号）第２条第１項第３号に規定する授業料の免除又は減額の対象者に

ついて整理する必要がある。 

⑵ 学年制をとらない単位制の高校について、非計画的な単位履修を支給対象から除外

するため、減免対象とする年間単位数の上限を定める必要がある。 

⑶ 授業料等減免申請書（第１号様式）について、申請内容の確認連絡のため、生徒本

人及び保護者等の連絡先記載欄を追加する必要がある。 

 

３ 改正案の概要 

⑴ 授業料等減免対象者については所得要件を維持する必要があることから、改正前の

高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行令（平成 22年政令第 112 号）第１条

第２項を引用する。（第２条第１項第３号、第４号及び第６条第１項関係） 

⑵ 保護者等の定義規定を改める。（第４条第１号関係） 

⑶ 定時制課程及び通信制課程に在学する者に対する減免額について、１の年度におけ

る上限額を定める。（第５条関係） 

⑷ 授業料等減免申請書に生徒本人及び保護者等の連絡先記載欄を追加する。（第 1 号様

式） 

⑸ この規則は、公布の日から施行し、改正後の第２条第１項第３号及び第４号、第４条

第１号並びに第６条第１項第１号の規定は、令和８年４月１日から適用する。（附則） 

 

４ 根拠法令 

  沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例（昭和 48 年沖縄県条例第 41 号）

第６条 

 

５ 関係各課との調整状況 

  該当なし 

 

６ 添付資料 

  ⑴ 新旧対照表 

  ⑵ 参照条文 

  ⑶ その他参考となる資料 



  新
旧
対
照

表
 

 

沖
縄
県
立

高
等
学

校
等

の
授
業

料
等

の
徴

収
に

関
す
る

条
例
施

行
規
則

（
昭
和

4
7
年
沖
縄

県
教

育
委

員
会

規
則

第
1
1
号

）
新

旧
対

照
表

 

改
 

 
正

 
 
案

 
現
 

 
 

 
 
行

 

（
趣
旨
）

 

第
１

条
 

（
略
）
 

     

（
免
除
又

は
減
額

の
対
象

者
）

 

第
２

条
 

授
業
料
及
び

受
講

料
（

第
２
号

に
掲
げ

る
者
に

お
い

て
は
、
転

学
の
届

出
書
を

提
出

し

た
月
の
授

業
料
及

び
受
講

料
に

限
る
。
以

下
「
授

業
料
等

」
と

い
う
。
）

の
免
除

を
受
け

る
こ

と
が
で
き

る
者
は

、
次
項

に
定

め
る
も
の

の
ほ
か

、
次
の

各
号

の
い
ず
れ

か
に
該

当
す
る

も
の

と
す
る
。

 

⑴
 
（
略

）
 

 ⑵
 
（
略

）
 

   ⑶
 
高
等

学
校
に

在
学
し

た
期

間
が
通
算

し
て

3
6
月

（
定
時

制
課
程
及

び
通
信

制
課
程

に
お

い
て
は

4
8
月
）

を
超

え
る

者
の
う
ち
、

高
等
学

校
等
就

学
支

援
金

の
支

給
に
関

す
る

法
律

施
行
令

の
一
部
を

改
正

す
る

政
令
（
令
和

８
年
政

令
第

8
8
号
）
に
よ
る

改
正
前

の
高
等

学

校
等
就
学

支
援
金

の
支

給
に

関
す
る

法
律

施
行
令

（
平
成

2
2
年
政
令
第

1
1
2
号
。
以
下

「
令
和

８
年
改

正
前

の
政

令
」

と
い
う
。

）
第
１

条
第
２

項
に

定
め
る
者

に
該
当

し
な
い

者
 

（
趣
旨
）

 

第
１

条
 
こ
の

規
則

は
、

沖
縄

県
立

高
等

学
校

等
の
授

業
料

等
の

徴
収
に

関
す

る
条

例
（

昭
和

4
8
年
沖
縄
県
条
例
第

4
1
号

。
以

下
「

条
例

」
と

い
う

。
）
第

６
条
か

ら
第

９
条

ま
で

の
規

定

に
基
づ
き

、
沖
縄

県
立

高
等

学
校
の

授
業

料
等
の

免
除

、
減

額
、

徴
収
の

猶
予
そ

の
他
の

必
要

な
事
項
を

定
め
る

と
と

も
に

、
沖

縄
県

立
中

学
校

の
入

学
考

査
料

及
び
証

明
手

数
料
の
免

除
に

関
し
必
要

な
事
項

を
定
め

る
も

の
と

す
る

。
 

 

（
免
除
又

は
減
額

の
対

象
者

）
 

第
２

条
 
授
業
料
及
び
受

講
料

（
第

２
号

に
掲

げ
る

者
に

お
い

て
は

、
転

学
の

届
出

書
を

提
出

し

た
月
の
授

業
料
及

び
受

講
料

に
限

る
。

以
下

「
授

業
料

等
」

と
い

う
。

）
の

免
除

を
受

け
る

こ

と
が
で
き

る
者
は

、
次

項
に

定
め

る
も

の
の

ほ
か

、
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
も

の

と
す
る
。

 

⑴
 
沖
縄

県
立
高

等
学

校
管

理
規

則
（

平
成

1
2
年

沖
縄

県
教

育
委

員
会

規
則

第
７

号
）

第
2
9

条
第
２
項

の
留
学

の
許

可
を

受
け

た
者

 

⑵
 
高
等

学
校
等

就
学

支
援

金
の

支
給

に
関

す
る

法
律

（
平

成
2
2
年

法
律

第
1
8
号

。
以

下

「
法
」
と

い
う
。

）
第

４
条

の
規

定
に

よ
り
法

第
３

条
第

１
項

に
規

定
す

る
高

等
学

校
等

就

学
支
援
金

（
以
下

「
就

学
支

援
金

」
と

い
う

。
）

の
支

給
を

受
け

る
資

格
を

有
す

る
こ

と
に

つ
い
て
の

認
定
を

受
け

た
者

で
、

月
の

途
中

で
沖

縄
県

立
高

等
学

校
以

外
か

ら
転

学
し

た
者

 

⑶
 
高
等

学
校
に

在
学

し
た

期
間

が
通

算
し

て
3
6
月

（
定

時
制

課
程

及
び

通
信

制
課

程
に

お

い
て
は

4
8
月
）
を

超
え

る
者

の
う

ち
、

高
等

学
校

等
就

学
支

援
金

の
支

給
に

関
す

る
法

律

施
行
令
（

平
成

2
2
年

政
令

第
1
1
2
号

。
以

下
「

政
令

」
と

い
う

。
）

第
１

条
第

２
項
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
に

定
め

る
者

に
該

当
し

な
い

者
 



⑷
 
高
等

学
校
の

定
時
制

課
程

又
は
通
信

制
課
程

に
在
学

す
る

者
の
う
ち

、
授
業

料
等

を
算
定

す
る
月
（

以
下
「

算
定
月

」
と

い
う
。
）

に
お
い

て
次

に
掲
げ

る
要
件

を
全
て

満
た
す

者
 

ア
 

令
和

８
年
改

正
前
の

政
令

第
１
条
第

２
項

に
定

め
る

者
に

該
当

し
な

い
こ
と

。
 

イ
 

（
略

）
 

  

 
⑸
 

（
略
）

 

  

⑹
 

（
略

）
 

２
 
（
略

）
 

         

（
徴
収
の

猶
予
の

対
象
者

）
 

第
４

条
 

授
業
料
等
の

徴
収

の
猶

予
を
受

け
る
こ

と
が
で

き
る

者
は
、
次

の
各
号

の
い
ず

れ
か

に

該
当
す
る

も
の
と

す
る
。

 

⑴
 
保
護

者
等
（

高
等
学

校
等

就
学
支
援

金
の

支
給
に
関

す
る

法
律
の
一

部
を
改

正
す
る

法
律

（
令
和
８

年
法
律

第
８

号
）
に

よ
る

改
正

前
の
法

第
３
条

第
２

項
第
３
号

に
規
定

す
る

保
護

者
等
を
い

う
。
以

下
同

じ
。
）

の
被
災
、

傷
病
、

失
業
、

営
業

不
振

そ
の

他
の

理
由
に
よ

り

学
費
の

負
担
が
困

難
と

な
っ

た
者
 

⑵
 
（
略

）
 

⑶
 
（
略

）
 

⑷
 
高
等

学
校
の

定
時

制
課

程
又
は

通
信

制
課

程
に

在
学

す
る

者
の

う
ち

、
授

業
料

等
を

算
定

す
る
月
（

以
下
「

算
定

月
」
と

い
う

。
）

に
お

い
て
次

に
掲
げ

る
要

件
を

全
て

満
た

す
者

 

ア
 

政
令

 
 
 

 
 

 
 

 
第

１
条

第
２

項
に

定
め

る
者

に
該

当
し

な
い

こ
と

。
 

イ
 

算
定

月
の
前

月
ま

で
に
履

修
の

期
間

を
満

了
し

た
科

目
の

単
位

数
及

び
履

修
を

開
始

し

た
科
目
の

単
位
数

並
び

に
算

定
月
に

履
修

を
開

始
す

る
科

目
の

単
位

数
の

合
計
が

7
4
を

超
え
る
こ

と
。

 

⑸
 
大
規

模
災
害

（
甚

大
な

被
害
を

も
た

ら
し

た
災

害
で

、
教

育
長
が
別

に
定
め

る
災

害
を

い

う
。
以
下

同
じ
。

）
に

際
し
災

害
救

助
法

（
昭

和
2
2
年

法
律

第
1
1
8
号

）
が

適
用
さ

れ
た

同
法
第
２

条
第
１

項
に

規
定
す

る
災

害
発

生
市

町
村
の

区
域
に

住
所
を

有
し

て
い

た
者

 

⑹
 
前
各

号
に
掲

げ
る

も
の

の
ほ

か
、
教

育
上

特
に

免
除

の
必

要
が

あ
る

と
認
め

る
者

 

２
 
高
等

学
校
等

（
修
業

年
限

が
３
年

未
満
の

も
の

を
除

く
。

）
を
卒

業
し

、
又

は
修

了
し

た
者

（
以
下
「

既
卒
者

」
と

い
う

。
）

で
あ

っ
て

、
授

業
料

等
の

免
除

又
は
減

額
を
受

け
る

こ
と

が

で
き
る

者
は

次
の

各
号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
も

の
と

す
る

。
 

⑴
 
当
該

既
卒
者

（
当

該
既

卒
者
が

主
と

し
て
他

の
者
の

収
入

に
よ

り
生

計
を
維

持
し

て
い

る

場
合
に
あ

っ
て
は

、
当

該
他
の

者
）
の

失
職

、
倒

産
等
の

家
計

急
変
に

よ
り

、
授

業
料

等
の

納
付
が

困
難
と
な

っ
た

者
 

⑵
 
沖
縄

県
立
高

等
学

校
管

理
規

則
第

2
9
条

第
２

項
に

規
定

す
る
留

学
の
許

可
を
受

け
た
者

 

⑶
 
前
２

号
に
掲

げ
る
者

の
ほ

か
、
経

済
的

事
情

そ
の
他

の
理

由
に

よ
り

教
育

上
特
に
免

除
又

は
減
額

の
必
要

が
あ

る
と

認
め

る
者

 

 （
徴
収
の

猶
予
の

対
象

者
）

 

第
４

条
 
授
業
料
等

の
徴

収
の

猶
予
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
者

は
、
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か

に

該
当

す
る

も
の
と

す
る

。
 

⑴
 
保
護

者
等
（

法
第

３
条

第
２

項
第

３
号
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
に

規
定

す
る
保

護

者
等

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）

の
被

災
、

傷
病

、
失

業
、

営
業

不
振
そ

の
他

の
理

由
に

よ
り

学
費

の
負

担
が
困

難
と

な
っ

た
者
 

⑵
 
就
学

支
援
金

等
を
申

請
し

た
者

 

⑶
 
前
２

号
に
掲

げ
る
者

の
ほ

か
、
経

済
的

事
情

そ
の
他

の
理

由
に

よ
り

教
育

上
特
に
徴

収
の



 

 （
免
除
又

は
減
額

す
る
額

）
 

第
５

条
 

（
略
）
 

 ２
 
定

時
制

課
程

又
は

通
信

制
課

程
に

在
学

す
る

者
で

あ
っ

て
、

免
除

又
は

減
額

を
申

請
す

る
年

度
に
お
け

る
履
修

科
目

の
単
位

数
が

3
0
を

超
え
る
も

の
の

授
業
料
等

を
免
除

し
、
又

は
減
額

す

る
場

合
に
あ

っ
て
は

、
前

項
の

規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
条

例
第

２
条

の
規
定

に
よ
り

納
付

す
べ

き
履
修
科

目
3
0
単

位
に

係
る

授
業
料
等

の
全

額
又
は

半
額
と

す
る
。

 

 

（
免
除
の

申
請
手

続
）

 

第
６

条
 

第
２
条
第
１

項
の

規
定
に
よ
り

授
業
料

等
の

免
除

を
受
け
よ
う

と
す
る

者
は
、

授
業

料

等
減
免
申

請
書
（

第
１
号

様
式

）
（
以
下

「
申
請

書
」
と

い
う

。
）
に

次
に
掲
げ

る
書
類

を
添

え
て
校
長

に
提
出

し
な
け

れ
ば

な
ら
な
い

。
こ
の

場
合
に

お
い

て
、

当
該

者
に
保

護
者
等

が
い

る
と
き
は

、
当
該

保
護
者

等
と

連
署

し
た

申
請
書

を
提
出

す
る

も
の
と
す

る
。

 

⑴
 
課
税

証
明
書

等
（

令
和
８

年
改
正
前

の
政
令

第
１
条

第
２

項
第
１
号

に
規
定

す
る
合

計
額

及
び
同
項

第
２
号

に
規

定
す
る

額
を

明
ら

か
に
す

る
こ
と

の
で

き
る

市
町

村
（
特

別
区

を
含

む
。
）
の

長
の
証

明
書

そ
の

他
の
書
類

を
い
う
。

次
条
第

１
項

第
１
号

に
お
い
て

同
じ
。

）

（
第
２
条

第
１
項

第
１
号

又
は

第
５
号

に
該
当

す
る
者

を
除
く

。
）

 

⑵
 

（
略

）
 

２
～
４

 
（
略
）

 

 

（
既
卒
者

の
免
除

又
は
減

額
の

申
請
手
続

）
 

第
７

条
 
（
略
）
 

   

⑴
 

（
略

）
 

 
⑵
 

（
略
）

 

猶
予
の

必
要
が
あ

る
と

認
め

る
者

 

 （
免
除
又

は
減
額

す
る

額
）

 

第
５

条
 
授
業
料
等
を
免

除
し

、
又

は
減

額
す

る
額

は
、

条
例

第
２

条
の

規
定

に
よ

り
納

付
す

べ

き
授
業
料

等
の
全

額
又

は
半

額
と

す
る

。
 

（
新
設
）

 

    

（
免
除

の
申
請
手

続
）

 

第
６

条
 
第
２
条
第
１
項

の
規

定
に

よ
り

授
業

料
等
の

免
除
を

受
け

よ
う

と
す

る
者
は

、
授

業
料

等
減
免
申

請
書
（

第
１

号
様

式
）

（
以

下
「

申
請

書
」
と

い
う

。
）

に
次

に
掲

げ
る
書

類
を

添

え
て

校
長

に
提
出

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
当

該
者
に

保
護

者
等

が
い

る
と
き
は

、
当
該

保
護

者
等
と

連
署
し

た
申

請
書

を
提

出
す

る
も

の
と

す
る

。
 

⑴
 
課
税

証
明
書

等
（
政

令
 

 
 

 
 

 
 

 
第

１
条

第
２

項
第

１
号

に
規

定
す

る
合

計
額

及
び
同
項

第
２
号

に
規

定
す

る
額

を
明

ら
か

に
す

る
こ

と
の

で
き

る
市

町
村

（
特

別
区
を

含

む
。
）
の

長
の

証
明

書
そ

の
他

の
書

類
を

い
う

。
次

条
第

１
項

第
１

号
に

お
い

て
同
じ

。
）

（
第
２
条

第
１
項

第
１

号
又
は

第
５

号
に

該
当
す

る
者

を
除
く

。
）

 

⑵
 

第
２

条
第
１

項
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
こ

と
を
証

明
す

る
に

足
り

る
書

類
 

２
～
４

 
（
略
）

 

 

（
既
卒
者

の
免
除

又
は

減
額

の
申

請
手

続
）

 

第
７

条
 
第
２
条
第
２
項

の
規

定
に

よ
り

授
業

料
等

の
免

除
又

は
減

額
を

受
け

よ
う

と
す

る
者

は
、
申
請

書
に
次

に
掲

げ
る

書
類

を
添

え
て

校
長

に
提

出
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
こ

の
場

合

に
お
い
て

、
当
該

者
が

主
と

し
て

他
の

者
の

収
入

に
よ

り
生

計
を

維
持

し
て

い
る

と
き

は
、

当

該
他
の
者

と
連
署

し
た

申
請

書
を

提
出

す
る

も
の

と
す

る
。

 

⑴
 

課
税

証
明
書

等
（

第
２

条
第

２
項

第
２

号
に

該
当

す
る

者
を

除
く

。
）

 

⑵
 

第
２

条
第
２

項
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
こ

と
を

証
明

す
る

に
足

り
る

書
類

 



２
 
（
略

）
 

   ３
 
（
略

）
 

 ４
 
（
略

）
 

                     

 

２
 
校
長

は
、
前

項
の
規

定
に

よ
り

提
出

さ
れ

た
申

請
書

及
び

書
類

（
次

条
第

３
項

に
お

い
て

「
申
請
書

等
」
と

い
う

。
）

を
受

理
し

た
と

き
は

、
同

項
の

規
定

に
よ

り
授

業
料

等
の

免
除

の

決
定
を
す

る
場
合

を
除

き
、

必
要

事
項

を
調

査
の

上
、

授
業

料
等

減
免

承
認

申
請

書
（
第

２
号

様
式

）
を

教
育
委

員
会

に
提

出
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

３
 
前
２

項
の
授

業
料
等

の
免

除
又

は
減

額
の

申
請

手
続

は
、

原
則

と
し

て
、

毎
年

度
学

年
始

め

に
教
育
委

員
会
が

定
め

る
日

ま
で

に
行

う
も

の
と

す
る

。
 

４
 
前
項

の
規
定

に
よ
る

ほ
か

、
年

度
の

途
中

に
お

い
て

授
業

料
等

の
免

除
又

は
減

額
の

必
要

が

あ
る
場
合

は
、
そ

の
都

度
、

第
１

項
及

び
第

２
項

に
よ

る
手

続
を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

                     



第
１

号
様
式

（
第
６
条

、
第

７
条
関
係
）

 

 

 

第
１

号
様
式

（
第
６
条

、
第

７
条

関
係

）
 

 



参照条文 

○沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例 

昭和48年３月29日条例第41号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、沖縄県立高等学校の授業料、入学考査料、入学料、受講料、聴講料及び証明手数

料（以下「高等学校授業料等」という。）並びに沖縄県立中学校の入学考査料及び証明手数料（以下

「中学校入学考査料等」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（高等学校授業料等の減免等） 

第６条 教育委員会は、教育委員会規則の定めるところにより特別の理由があると認めるときは、高等

学校授業料等を減額し、若しくは免除し、又は徴収を猶予することができる。 

 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律 ※改正前 

平成22年3月31日号外法律第18号 

（受給資格） 

第三条 高等学校等就学支援金（以下「就学支援金」という。）は、高等学校等に在学する生徒又は

学生で日本国内に住所を有する者に対し、当該高等学校等（その者が同時に二以上の高等学校等の課

程に在学するときは、これらのうちいずれか一の高等学校等の課程）における就学について支給す

る。 

２ 就学支援金は、前項に規定する者が次の各号のいずれかに該当するときは、支給しない。 

一 高等学校等（修業年限が三年未満のものを除く。）を卒業し又は修了した者 

二 前号に掲げる者のほか、高等学校等に在学した期間が通算して三十六月を超える者 

三 前二号に掲げる者のほか、前項に規定する者の保護者（学校教育法第十六条に規定する保護者を

いう。）その他の同項に規定する者の就学に要する経費を負担すべき者として政令で定める者（以下

「保護者等」という。）の収入の状況に照らして、就学支援金の支給により当該保護者等の経済的負

担を軽減する必要があるとは認められない者として政令で定める者 

３ 前項第二号の期間は、その初日において高等学校等に在学していた月を一月（その初日において

高等学校又は中等教育学校の後期課程の定時制の課程又は通信制の課程のみに在学していた月その他

の政令で定める月にあっては、一月を超えない範囲内で政令で定める月数）として計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



参照条文 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行令  ※改正前 

平成22年4月1日号外政令第112号 

（保護者等の経済的負担を軽減する必要があるとは認められない者等） 

第一条 高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成二十二年法律第十八号。以下「法」とい

う。）第三条第二項第三号の就学に要する経費を負担すべき者として政令で定める者は、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者とする。 

一 法第三条第一項に規定する者（以下この条において「生徒等」という。）に保護者（親権を行

う者（親権を行う者のないときは、未成年後見人）をいい、法人である未成年後見人及び児童福祉

法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十三条の二第一項、第三十三条の八第二項又は第四十七

条第二項の規定により親権を行う児童相談所長その他の文部科学省令で定める者を除く。以下この

項において同じ。）がいる場合 当該保護者 

二 生徒等に保護者がいない場合 当該生徒等（当該生徒等が主として他の者の収入により生計を

維持している場合にあっては、当該他の者） 

２ 法第三条第二項第三号の保護者等の経済的負担を軽減する必要があるとは認められない者として

政令で定める者は、保護者等（前項各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者

をいう。以下この条及び第四条第二項において同じ。）について第一号に掲げる額から第二号に掲

げる額を控除した額（その額が零を下回る場合又は当該保護者等が地方税法（昭和二十五年法律第

二百二十六号）第二百九十五条第一項各号に掲げる者若しくは同法附則第三条の三第四項の規定に

より同項に規定する市町村民税の所得割を課することができない者である場合には、零とし、その

額に百円未満の端数がある場合には、これを切り捨てた額とする。以下この条及び第四条第二項に

おいて「算定基準額」という。）（保護者等が二人以上いるときは、その全員の算定基準額を合算

した額。第四条第二項において同じ。）が三十万四千二百円以上である者とする。 

一 高等学校等就学支援金（以下「就学支援金」という。）が支給される月の属する年度（当該月

が四月から六月までの月であるときは、その前年度。以下この項において「就学支援金支給年度」

という。）分の地方税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。次号及び

第四条第二項において同じ。）に係る同法第三百十四条の三第二項に規定する課税総所得金額、課

税退職所得金額及び課税山林所得金額、同法附則第三十三条の二第五項に規定する上場株式等に係

る課税配当所得等の金額、同法附則第三十三条の三第五項第一号に規定する土地等に係る課税事業

所得等の金額、同法附則第三十四条第四項に規定する課税長期譲渡所得金額、同法附則第三十五条

第五項に規定する課税短期譲渡所得金額、同法附則第三十五条の二第五項に規定する一般株式等に

係る課税譲渡所得等の金額、同法附則第三十五条の二の二第五項に規定する上場株式等に係る課税

譲渡所得等の金額並びに同法附則第三十五条の四第四項に規定する先物取引に係る課税雑所得等の

金額、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和三十七

年法律第百四十四号）第八条第二項（同法第十二条第五項及び第十六条第二項において準用する場

合を含む。）に規定する特例適用利子等の額（同法第八条第八項第四号（同法第十二条第七項及び

第十六条第四項において準用する場合を含む。）の規定により読み替えられた地方税法第三百十四

条の二の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）及び外国居住者等の所得に対する相互主



参照条文 

義による所得税等の非課税等に関する法律第八条第四項（同法第十二条第六項及び第十六条第三項

において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額（同法第八条第十一項第四号（同

法第十二条第八項及び第十六条第五項において準用する場合を含む。）の規定により読み替えられ

た地方税法第三百十四条の二の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）並びに租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和四十四年法律第四十六

号）第三条の二の二第十項に規定する条約適用利子等の額（同条第十一項第四号の規定により読み

替えられた地方税法第三百十四条の二の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）及び租税

条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律第三条の二の二第十二

項に規定する条約適用配当等の額（同条第十四項第四号の規定により読み替えられた地方税法第三

百十四条の二の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）の合計額（当該保護者等の生徒等

が当該就学支援金支給年度の前年度の十二月三十一日において当該保護者等の地方税法第二百九十

二条第一項第九号に規定する扶養親族である場合において、当該生徒等が当該就学支援金支給年度

の前年度の一月一日から三月三十一日までの間に十六歳に達した者であるときは、当該合計額から

三十三万円を控除して得た金額）に百分の六を乗じた額 

二 就学支援金支給年度分の地方税法の規定による市町村民税に係る同法第三百十四条の六の規定

により控除する額（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項に規

定する指定都市により当該就学支援金支給年度分の地方税法の規定による市町村民税の同法第二百

九十二条第一項第二号に掲げる所得割を課される者については、当該額に四分の三を乗じた額） 

３ （略） 



参照条文 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行令 

発令  ：平成22年4月1日号外政令第112号 

最終改正：令和8年3月31日号外政令第88号 

改正内容：令和8年3月31日号外政令第88号[令和８年４月１日] 

 

（高等学校等に在学した期間の計算の特例） 

第一条 高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成二十二年法律第十八号。以下「法」という。）第三

条第三項の政令で定める月は、次に掲げる月とする。 

一 その初日において在学していた高等学校等（法第二条に規定する高等学校等をいう。以下同じ。）が高

等学校定時制課程等（高等学校（専攻科及び別科を除く。以下同じ。）若しくは中等教育学校の後期課程

（専攻科及び別科を除く。以下同じ。）の定時制の課程若しくは通信制の課程又は専修学校（高等学校の

課程に類する課程であって、夜間その他特別な時間において授業を行うもの又は通信による教育を行うも

のを置くものとして文部科学省令で定めるものに限る。）をいう。次号において同じ。）のみであった月 

二 その初日において在学していた高等学校等が高等学校定時制課程等及びそれ以外の高等学校等であっ

た月（当該高等学校定時制課程等が当該月に係る支給対象高等学校等（法第五条第一項に規定する支給対

象高等学校等をいう。以下同じ。）であった月に限る。） 

２ 法第三条第三項の政令で定める月数は、一月の四分の三に相当する月数とする。 

（支給限度額） 

第二条 法第五条第一項の政令で定める額は、次の各号に掲げる支給対象高等学校等の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める額とする。 

一 （略） 

二 （略） 

三 国及び地方公共団体以外の者の設置する高等学校等（次号に掲げるものを除く。） 次に掲げる区分に

応じて、それぞれ次に定める額 

イ 高等学校等（ロに掲げるものを除く。） 三万八千百円 

ロ 高等学校の通信制の課程及び専修学校通信制学科 二万八千百円 

四 高等学校及び専修学校で生徒が履修する科目の単位数に応じて授業料の額を定めるもの 受給権者（法

第五条第一項に規定する受給権者をいう。次条において同じ。）が当該学校に在学中の各月に支給される

高等学校等就学支援金（同条第二項において「就学支援金」という。）の額の総額が百三十七万千六百円

を超えない範囲内において、当該各月に履修する科目の単位数に応じて文部科学省令で定めるところによ

り算定した額 
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高等学校等就学支援金の支給に関する法律 

発令  ：平成22年3月31日号外法律第18号 

最終改正：令和8年3月31日号外法律第8号 

改正内容：令和8年3月31日号外法律第8号[令和８年４月１日] 

 

（目的） 

第一条 この法律は、我が国社会を担う豊かな人間性を備えた人材を育成するため、高等学校等における教育に

係る経済的負担の一部を社会全体で負担し、高等学校等の生徒等がその経済的な状況にかかわらず当該高等学

校等の授業料に充てるために高等学校等就学支援金の支給を受けることができることとすることにより、高等

学校等における教育の機会均等及び自らの希望に応じた教育を受けることのできる環境の整備を図ることを目

的とする。 

 

（受給資格） 

第三条 高等学校等就学支援金（以下「就学支援金」という。）は、高等学校等に在学する生徒又は学生で日本

国内に住所を有する者（日本国籍を有する者、日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入

国管理に関する特例法（平成三年法律第七十一号）に定める特別永住者又は出入国管理及び難民認定法（昭和

二十六年政令第三百十九号）別表第二の上欄の永住者の在留資格をもって在留する者その他これに準ずる者と

して文部科学省令で定める者に限る。）に対し、当該高等学校等（その者が同時に二以上の高等学校等の課程

に在学するときは、これらのうちいずれか一の高等学校等の課程）における就学について支給する。 

２ 就学支援金は、前項に規定する者が次の各号のいずれかに該当するときは、支給しない。 

一 高等学校等（修業年限が三年未満のものを除く。）を卒業し又は修了した者 

二 前号に掲げる者のほか、高等学校等に在学した期間が通算して三十六月を超える者 

３ 前項第二号の期間は、その初日において高等学校等に在学していた月を一月（その初日において高等学校又

は中等教育学校の後期課程の定時制の課程又は通信制の課程のみに在学していた月その他の政令で定める月に

あっては、一月を超えない範囲内で政令で定める月数）として計算する。 



参照条文 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行規則 

発令  ：平成22年4月1日号外文部科学省令第13号 

最終改正：令和8年3月31日号外文部科学省令第18号 

改正内容：令和8年3月31日号外文部科学省令第18号[令和８年４月１日] 

 

（専修学校及び各種学校） 

第一条 高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成二十二年法律第十八号。以下「法」という。）第二条

第五号に掲げる専修学校及び各種学校のうち高等学校の課程に類する課程を置くものとして文部科学省令で定

めるものは、次に掲げるものとする。 

一 専修学校の高等課程 

二 専修学校の一般課程であって、次に掲げる教育施設の指定を受けたもの 

イ 保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第二十二条第一号に規定する学校又は同条第二

号に規定する准看護師養成所 

ロ 調理師法（昭和三十三年法律第百四十七号）第三条第一項第一号に規定する調理師養成施設 

ハ 製菓衛生師法（昭和四十一年法律第百十五号）第五条第一号に規定する製菓衛生師養成施設 

三 各種学校であって、前号イからハまでに掲げる教育施設の指定を受けたもの 

２ 法第二条第五号の学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校以外の教育施設で学校

教育に類する教育を行うもののうち当該教育を行うにつき同法以外の法律に特別の規定があるものであって、

高等学校の課程に類する課程を置くものとして文部科学省令で定めるものは、独立行政法人海技教育機構法

（平成十一年法律第二百十四号）による独立行政法人海技教育機構海技士教育科海技課程の本科とする。 

（生徒が履修する科目の単位数に応じて授業料の額を定める支給対象高等学校等の支給限度額等） 

 

第七条 令第二条第一号ニに規定する文部科学省令で定める専修学校は、第一条第一項第一号及び第二号に掲げ

るものとする。 

２ （略） 

３ （略） 

４ 令第二条第四号に定める文部科学省令で定めるところにより算定した額は、履修科目のうちの各科目の一単

位当たりの支給限度額（次の各号に掲げる支給対象高等学校等の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

（当該額が当該各科目の一単位当たりの授業料の額を超える場合にあっては、当該一単位当たりの授業料の

額）を当該各科目を履修する期間とした月数で除した額をいう。）を履修科目の全ての単位について合算した

額とする。 

一 国（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人（第十四条第

二項において単に「独立行政法人」という。）及び国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第

一項に規定する国立大学法人（第十四条第二項において単に「国立大学法人」という。）を含む。第三号に

おいて同じ。）の設置する高等学校等 次に掲げる区分に応じて、それぞれ次に定める額 

イ 高等学校等（ロに掲げるものを除く。） 四千六百六十八円 



参照条文 

 

ロ 専修学校（第一条第一項第一号及び第二号に掲げるものに限る。次号ニにおいて同じ。） 六千七百五

十六円 

二 地方公共団体（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政

法人を含む。次号において同じ。）の設置する高等学校等 次に掲げる区分に応じて、それぞれ次に定める

額 

イ 高等学校等（ロからホまでに掲げるものを除く。） 四千八百十二円 

ロ 高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。ハ及び次号ロにおいて同じ。）の定時制の課程 千七百四

十円 

ハ 高等学校の通信制の課程 三百三十六円 

ニ 専修学校（ホに掲げるものを除く。） 一万八千五百二十八円 

ホ 専修学校通信制学科（令第二条第二号トに規定する専修学校通信制学科をいう。次号ロにおいて同

じ。） 一万三千六百六十八円 

三 国及び地方公共団体以外の者の設置する高等学校等 次に掲げる区分に応じて、それぞれ次に定める額 

イ 高等学校等（ロに掲げるものを除く。） 一万八千五百二十八円 

ロ 高等学校の通信制の課程及び専修学校通信制学科 一万三千六百六十八円 

５ 前項の額を算定するに当たっては、前項の算定を行う月（以下この項及び次項において「算定月」とい

う。）の属する年度において算定月の前月までに履修を開始した科目の単位数及び算定月に履修を開始する科

目の単位数の合計が三十を超える場合にあっては、算定月に履修を開始する科目のうち当該超える部分の単位

数に係る単位について合算することができない。 

６ （略） 
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⽴
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⽴
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⽀
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⾼
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収
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⾦
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⾦
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⽀
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⽀
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⽅
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⽉
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⽣
徒

及
び

外
国

⼈
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⼊
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⽀
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⾒
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⼈
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⽌
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